文化財保護事業費補助金制度の概要
この制度は、いなべ市内にある国や県、市の指定文化財（未指定でも、歴史的又は文化的価値の高いもので、教育委員会が特に認めたものを含む。）の管理や活用をする事業に対して、補助金が交付されるものです。

１、補助の対象となる事業

1件の事業費の総額が１０万円以上のもので、以下のいずれかに必要な費用です。

事業費が１０万円以下の事業をご計画の場合はご相談ください。

	文化財の種類
	事　業
	内　　容

	有形文化財・有形民俗文化財


	(1)修理
	解体、修理、復元補修

	
	
	剥落、腐食などの防止

	
	(2)管理

	防災設備の設置や修繕

	
	
	展示、収蔵施設の設置や修繕

	
	
	防虫やこの駆除

	
	
	標識又は説明板の設置や修繕

	
	
	保存のための調査や記録作成

	
	
	環境整備

	
	(3)公開
	公開会場整備や会場までの輸送

	
	
	複製の製造

	無形文化財・無形民俗文化財
	(4)保存伝承
	記録の作成

	
	
	伝承者養成、伝承事業

	
	(5)用具補修
	使用する用具などの補修

	
	(6)公開
	移動輸送

	史跡、名勝、

天然記念物

	(7)管理保存
	環境整備

	
	
	管理に必要な施設の設置（防災設備・標識や説明板・展示設備の設置や修繕など）

	
	
	保存のための調査や記録作成

	
	
	天然記念物の保護増殖及び衰亡防止

	
	(8)復旧
	保存上必要な復旧、復元

	
	(9)修理
	解体、修理


（文化財保護事業補助金交付要綱から抜粋）

２、補助金の額
保護事業にかかる補助の額は、以下のとおりです。

	事　業　区　分

（番号は上の表に対応します）
	補　助　率
	補助限度額

（単位：円）

	
	国、県の補助事業

（補助残額の）
	市単独補助事業

（補助対象経費の）
	

	（1）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	500,000

	（2）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	500,000

	（3）の事業
	２分の１以内
	２分の１以内
	100,000

	（4）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	200,000

	（5）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	200,000

	（6）の事業
	２分の１以内
	２分の１以内
	100,000

	（7）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	500,000

	（8）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	500,000

	（9）の事業
	２分の１以内
	３分の２以内
	500,000


３、補助金の交付のながれ


申請
申請（7月末までに）



決定通知

　　　既に補助が決定された事業計画に変更が生じたら

申請



決定通知

事業　　着手

　　　　 ↓

完了

実績報告

　　
報告（完了から2ヶ月以内）



補助金額の決定・通知

請求書の提出

請求



補助金の振り込み

※　補助事業を実施するために、完了前に補助金が必要な場合には概算払で交付することもできます。

４．補助の対象となる経費
	科　　　目
	内　　　　　容

	報償費
	練習など指導者の謝礼

	旅費
	指導者の旅費や視察、文化財の移送のために必要な旅費・駐車場料金など

	需用費
	消耗品（象徴的な衣装、事務用品、会議や修理などに必要な消耗品）

	
	燃料費（灯油やガソリン代）

	
	印刷製本費（記録写真の現像代、チラシなどの印刷費、記録報告書の印刷費）

	
	修繕料（建物や、用具の補修）

	役務費
	切手代、電話代、文化財の移送運搬費

	
	手数料（振り込み手数料、象徴的な衣装のクリーニング代など）

	
	保険料（事業参加者の傷害保険料など）

	原材料費
	看板や用具を作るために必要な部材購入費など

	備品購入費
	事業に必要な備品の購入（笛、太鼓、記録用カメラなど）

	その他
	専門業者に補修や記録、草取り等を委託した費用


仏像や建物、古文書





人間国宝、祭り





遺跡、橋梁、樹木や魚





祭りの当日を含む





所有者及び管理団体





交付申請書及び内容のわかるものを添えて申請します





教育委員会生涯学習課





変更交付申請書及び内容のわかるものを添えて申請します





教育委員会生涯学習課





所有者及び管理団体





教育委員会生涯学習課





所有者及び管理団体





実績報告書及び内容のわかるものを添えて報告します





教育委員会生涯学習課





所有者及び管理団体





請求書を提出します
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